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第３号様式
（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告書

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第１０条第１項の規定により、次のとおり提出します。

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

タイコ エレクトロニクス ジャパン合同会社

（あて先）川崎市長

213-8535

神奈川県川崎市高津区久本3-5-8

タイコ エレクトロニクス ジャパン合同会社

職務執行者　　　江　部　　秀

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

主 た る 事 務 所
又は事業所の所在地

神奈川県川崎市高津区久本3-5-8

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

規則第４条第１号該当事業者

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

上記以外の事業者（任意提出事業者）

主 た る 事 業
の 業 種

大分類 Ｅ 製造業 

中分類 28 電子部品・デバイス・電子回路製造業

主 た る 事 業
の 内 容

コネクター類の設計開発製造販売

事 業 者 の 規 模

原油換算エネルギー使用量

自動車の台数

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

連 絡 先

担当部署

※
受
付
欄

所 在 地

電話番号

メールアドレス

ＦＡＸ番号

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

担 当 部 署 名 川崎総務部　施設/エネルギー管理課

神奈川県川崎市多摩区登戸3816

044-900-2211

0

044-900-5055



（第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度 　　　　　平成22年度　　～　　平成24年度　　　（報告年度　平成24年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

別添　指針様式第２号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

別添　指針様式第２号のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

別添　指針様式第２号のとおり

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

別添　指針様式第２号のとおり

備　　　考

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告

１　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第１号、第２号、第４号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

（実） 2,615 （実） 2,694 （実） 2,390 （実） 2,296 （実） 2,535
（調） 2,217 （調） 2,287 （調） 2,019 （調） 1,941 （調）

（実） -3.0 （実） 8.6 （実） 12.2 （実） 3.1
（調） -3.2 （調） 8.9 （調） 12.4 （調）

　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）

平成23年度は３月11日の大震災以降、全社的な「省エネ・節電」活動を強力に進めた。東京
電力管内の川崎市内事業所では、電気事業法第27条による電気使用制限に基づき夏季使用最
大電力を前年同期比にて１５％以上の削減に取り組んだ。その効果もあり、平成23年度の電
気使用量は前年度比で約１２％削減出来た。その結果、排出量は大幅な削減となり、目標排
出量以下にする事が出来た。

平成24年度も前年度に引き続き、会社全体としての「省エネ・節電」活動の継続を実施し
た。川崎市内事業所に於いてはエネルギー使用量を昨年度比３.９％削減し、その結果、温
室効果ガス排出量は、昨年度に比べて３.６％低減することが出来た。目標排出量に比べて
も大幅な削減が達成出来た。

平成22年度は前年度の景気低迷を脱し、開発プロジェクトが増加した。
その為、営業活動・研究開発活動も活発化しそれに伴うエネルギー（特に電気）使用量が
増加した。しかし、売上増２桁レベルの状況ではあったが、省エネ設備等への更新や
節電等への取り組みの結果、電気使用増は４％以下に抑えることが出来た。

％

t-CO2 t-CO2

削 減 率

第３年度

原 単 位 の
活 動 量

排 出 量
原単位等の値

0

目標年度の値

削 減 率

0

％％

第１年度 第２年度

％

単位

基準年度

第３年度 目標排出量

t-CO2 t-CO2

基準年度 第２年度

t-CO2

第１年度

排 出 量



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第２面）

２　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第３号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標排出量

（実） 811 （実） 928 （実） 816 （実） 645 （実） 786

（調） 811 （調） 928 （調） 816 （調） 645 （調）

（実） -14.4 （実） -0.6 （実） 20.5 （実） 3.1

（調） -14.4 （調） -0.6 （調） 20.5 （調）

　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標年度の値

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）

0 0

原 単 位 の
活 動 量

単位

低燃費車は増加したが、営業活動の活発化により排出量が増加した。

自動車台数は昨年度同様であるが、車種切替にてハイブリッド自動車の比率は11％アッ
プした。その結果、排出量は昨年度に比べ大幅に低減することが出来た。しかし、基準
年度の排出量には、未だ若干とどかなかった。

車種切替にてハイブリッド自動車の比率がアップしたため、排出量は昨年度に比べ大幅
に低減することが出来た。結果、目標排出量に比べても大幅な削減が達成出来た。

排 出 量
原単位等の

削 減 率

排 出 量

削 減 率

t-CO2 t-CO2

％ ％ ％ ％

t-CO2 t-CO2t-CO2



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第３面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成するための措置の実施状況

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の実施状況

計　画

○推進体制の整備
○主要設備等の保全管理
○事務所等の空気調和の管理ならびに空調設備の効率管理
○空調設備の新設、更新等における処置
○照明設備の運用管理
○川崎ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ・ボイラーの負荷管理及び効率管理と今後の設備運用検討
○太陽光発電（PV）システムの導入に関する企画提案

第１年度

○推進体制の整備
　：全社的なエネルギー管理体制を整備し、事務局及び委員会を設置した。
○主要設備等の保全管理
　：市内事業所主要設備の管理標準作成をスタートさせた（現状も作成中）。
○空調設備の新設、更新等における処置：空調設備３台をｲﾝﾊﾞｰﾀ式に更新した。
○照明設備のＬＥＤ化
　：事務所１フロアーの蛍光灯（95灯）をＬＥＤ照明器具に更新した。

第２年度

○推進体制の整備
　：平成23年７月、エネルギー管理規程（社内規程）を制定し施行した。
○主要設備等の保全管理
　：市内事業所主要設備の管理標準作成。今後は見直し等を実施していく。
○空調設備の新設、更新等における処置：空調設備２台をｲﾝﾊﾞｰﾀ式に更新した。
○照明設備のＬＥＤ化
　：本社設置の誘導灯をＬＥＤ化した。

第３年度

○推進体制の整備：３年間で組織的に活動出来る体制となった。
○主要設備等の保全管理
　：平成24年６月、管理標準の定期的な見直しを実施。
○空気調和の管理
　：空調運転時間・設定温度の見直し実施。季節毎の設定条件をモデル化し実施検証。
○空調設備の新設、更新等における処置：A棟１F空調設備４台の更新実施。
○照明設備の新設、更新等における措置ならびに省エネルギー型設備の導入
　：川崎ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ内、食堂・C棟１F&2F南フロアの蛍光灯をLED照明に更新実施。
○川崎ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ・ボイラーの負荷管理及び効率管理と今後の設備運用検討
　：使用エリア限定的で使用量も少ない為、今後共継続的に運用の検討を実施していく。
○太陽光発電（PV)システムの導入に関する企画提案
　：当初より導入検討し企画提案してきたが、採算面より当面凍結となる。

計　画

○エコドライブの実践
○低燃費車の導入
○公共交通機関の利用促進の検討
○車両の保全管理

第１年度
○低燃費車の導入
　低燃費車の導入により、低燃費車の台数が増加した。

第２年度

○低燃費車の導入
　　ハイブリッド自動車への切り換えも含め、
　　　　　　　低燃費車の台数は大幅増加した。

第３年度

○エコドライブの実践：本社に於いて、エコドライブ呼びかけポスター等での啓蒙活動を実施し
ている。
○低燃費車の導入：ハイブリッド車への切替含め低燃費車は大幅増加した。
○公共交通機関の利用促進の検討
　：営業活動面で、本施策内容の検討は難しい。
○車両の保全管理：来年度以降の検討に計画延伸。

事
業
所
等

(

第
１
号
、

第
２
号
、

第
４
号
該
当
者
等

)

自
動
車
等
 

(

第
３
号
該
当
者
等

)



 (２) 再生可能エネルギー源等の利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

   イ　計画期間の再生可能エネルギー源等の利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

 　ウ　計画期間の再生可能エネルギー源等の価値の保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

様式第２号　　　　　　　　　　　　（第４面）

平成24年度も川崎ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰに於ける「太陽光発電＆蓄電システムの導入」を継続検討して
きた。設置場所の屋上（陸屋根）防水工事時期との絡みもあり、平成25年度から数年計画で予算
化の方向で立案中である（合計規模＝45KW～60KW）。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第５面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

計　画 なし

第１年度 なし

第２年度 なし

第３年度 なし

５　その他地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

計　画

１．廃棄物の減量化・分別化の推進を図る。
２．トイレへの擬音装置設置による節水の推進。
３．トイレ便器のリニューアルによる高効率機能式便器への切替による
    節水・電気使用量の節約。
４．屋上緑化の推進。

第１年度

１．川崎ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰでは、廃棄物分別化の推進を図りゴミの資源化を増やす。
２．トイレのウォシュレット化（擬音装置付）実施にて節水の推進実施。
３．本社トイレの便器リニューアルにおいて高効率機能式便器への切替を行い、
    節水及び電気使用量の節約実施。

第２年度
１．川崎ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ屋上の一部に「スナゴケ緑化（40㎡）」施工実施。
２．廃棄物分別化によるゴミの資源化は継続実施中。

第３年度

１．本社屋上の防水工事に合わせて、高反射塗料を表面塗装し、
　　屋上陸屋根の温度上昇を抑制。
２．川崎ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰでは、屋上設置受変電設備収納BOX(大型)に
　　太陽熱高反射(遮熱)塗料を塗装し、BOX内の室温上昇を抑制。
３．本社ビル(５階建て)タイル外壁にパネルを貼る事(補修工事)により
　　冬季の暖房負荷を軽減。
本件に関しては、３年間で計画項目は全て実施した。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績（排出係数反映）

 (１) 事業者単位

 　ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

 　イ　第３号該当者等

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

 　ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

川崎ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 1,967 t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

2,451
t-CO2

t-CO2
645

温室効果ガス
の排出の量

事業所に係る
事業の名称

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号

温室効果ガス
の排出の量

2800 コネクターの設計開発

事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

エネルギー使用量の規模 事業所数

200～300kl 未満

事業所に係る
事業の名称

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号

川崎市多摩区登戸3816

事業所数

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号

1

100～200kl 未満

100kl 未満

400～500kl 未満

300～400kl 未満

645

2,456



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第７面）

７　自動車の使用状況一覧（第３号該当者等）

 (１) 車両の種別

台 台 台 台

普通貨物自動車 台 台 台 台

小型貨物自動車 台 台 台 台

大型バス 台 台 台 台

マイクロバス 台 台 台 台

乗用自動車 台 台 台 台

特種自動車 台 台 台 台

 (２) 燃料の種別

151 台 台 台 台 100.0 ％

電気自動車 0 台 台 台 台 - ％

天然ガス自動車 0 台 台 台 台 - ％

メタノール自動車 0 台 台 台 台 - ％

ハイブリッド自動車 2 台 台 台 台 33.1 ％

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
自動車

0 台 台 台 台 - ％

燃料電池自動車 0 台 台 台 台 - ％

水素自動車 0 台 台 台 台 - ％

ガソリン自動車
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ除く）

149 台 台 台 台 66.9 ％

ディーゼル自動車
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ除く）

0 台 台 台 台 - ％

ＬＰＧガス自動車 0 台 台 台 台 - ％

その他 0 台 台 台 台 - ％

うち低燃費車
※

の台数
12 台 台 台 台 55.6 ％

※  低燃費車とは、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づき定められた燃費基準
 　（トップランナー基準）を早期達成している自動車をいう。

総　　数

内
訳

151

0

0

総　　数

0

0

151 155

0

0

0

第２年度 第３年度

台数 台数 台数 台数

基準年度 第１年度

0 0

0

155 151

0 0 0

155

0 0 0

0 0

0 0

155 151

台数 比率

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 最新年度

台数台数台数

155 155 151

内
訳

0 0 0

0 0 0

0 0 0

3 20 50

0 0 0

0 0 0

0 0 0

152 135 101

0 0 0

0 0 0

0 0 0

25 54 84


	3-1
	3-2
	3-3
	3-4
	3-5
	3-6
	3-7
	3-8
	3-9

